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２０１９年７月１０日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

２０２０年度向け調整力公募に向けた課題整理について

第４１回調整力及び需給バランス評価等
に関する委員会 資料２ー１



2２０２０年度向け調整力公募の検討スケジュール

※2021年度以降の調整力公募について検討
（需給調整市場に関する議論等と連携をとりながら検討）
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5電源Ⅰ´のエリア外調達に係る検討状況

 前回本委員会にて電源Ⅰ´のエリア外調達について、そのメリットを評価し、エリア外調達に伴う連系線確保量の上限
値を最小空容量実績以上とする案をまとめ、国でも議論いただいた。

出所）第40回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年6月14日） 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/2019_chousei_jukyu_40_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/2019_chousei_jukyu_40_haifu.html


6国での議論結果 ～エリア外調達時の連系線確保量上限値について～

 第39回制度設計専門会合（2019年6月25日）において、2020年度向け公募における電源Ⅰ´のエリア外調達
に伴う連系線確保量の上限については、本委員会の検討結果を用いることとなった。

出所）第39回制度設計専門会合（2019年6月25日） 資料５（赤線追記）
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/039_05_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/039_05_00.pdf


7電源Ⅰ´のエリア外調達に関するマージンの分類と区分

 上限値の範囲内で公募を行い、公募結果に基づき、エリア外で落札された電源Ⅰ´の容量と同量の地域間連系線
容量を確保することとし、対象となる地域間連系線および方向について、区分Ａ０のマージンとして設定することとする。

※電源Ⅰ´の必須稼働時間帯である、夏期（７～９月）及び冬期（１２～２月）の平日９時～２０時に設定することを基本と
する

通常考慮すべきリスクへの対応 稀頻度リスクへの対応

（参考）
エリアが確保す
る調整力分※１

左記のうち、
エリア外調達分

エリア外
期待分

エリア外
期待分

「需給バランスに対応したマージン」

需給バランスの確保を目的として、連系線を
介して他エリアから電気を受給するために設
定するマージン

Ａ０ Ａ１ Ａ２

（該当なし）
電源Ⅰ´

・最大電源ユニット相当
・系統容量3%相当※２ ・系統容量3%相当※３

「周波数制御に対応したマージン」

電力系統の異常時に電力系統の周波数を安
定に保つために設定するマージン

※周波数制御（電源脱落対応を除く）のために
マージンを設定する場合は、「異常時」の表
現の見直しが必要。

Ｂ０ Ｂ１ Ｂ２

・北海道風力実証試験

・東京中部間連系設備
（EPPS：逆方向）
・北海道本州間連系設備
（緊急時AFC：逆方向）

・東京中部間連系設備
（EPPS：順方向）
・北海道本州間連系設備
（緊急時AFC：順方向）

【予備力・調整力に関連したマージン】

電源Ⅰ
電源Ⅰ´

内は当該区分に該当する現状のマージン

マージンの分類

マージンの目的

電源
Ⅰ－ａ

※１： 表中には記載を省略しているが、電源Ⅱの余力も含む。
※２： 従来区分①の系統容量3%相当マージンについては、長期計画断面では区分Ｄのマージンのほうが大きいため必要性を検討する必要性が無くなっている。

一方、現在、前々日時点でエリア予備力不足時にはマージンを確保していることから、ここに記載している。
※３： ＥＳＣＪの整理において、系統容量3%相当マージンに従来区分⑤（稀頻度リスク対応）に該当する観点が含まれることから記載

旧①
旧②

旧⑤

旧③ 旧③



8

（余 白）



9目次

１．電源Ⅰ´のエリア外調達について

（１）エリア外調達時の連系線確保量上限値について

（２）直流設備の制約を考慮したエリア外調達

２．2020年度向け調整力の公募にかかる必要量等の考え方について

３．周波数制御機能付き調整力（電源Ⅰ－ａ）必要量について



10国での議論結果 ～フェンス潮流管理・直流設備制約の考慮～

 第39回制度設計専門会合（2019年6月25日）において、「フェンス潮流で管理している連系線については、直流
設備の制約を踏まえた上で落札者選定において一般送配電事業者間で連系線利用量を確認し、合計値を超えな
いようにする」こととしており、今回、直流設備の制約を踏まえた対応について検討を行った。

出所）第39回制度設計専門会合（2019年6月25日） 資料５（赤枠追記）
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/039_05_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/039_05_00.pdf


11検討対象となる直流連系設備

 2020年度向け公募における電源Ⅰ´のエリア外調達の対象となる直流連系設備は、中部北陸間連系設備と関西
四国間連系設備となる。

出所）第９回需給調整市場検討小委員会（2019年3月5日）資料６（赤枠追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html


12需給調整市場検討小委員会での検討状況

 第9回需給調整市場検討小委員会（2019年3月5日）において、直流設備における調整力の広域運用可否に
ついて検討した結果、中部北陸間連系設備および関西四国間連系設備については、最低潮流制約や周辺系統電
圧調整等の課題があるため、「原則、迂回ルートである交流設備を優先して運用する」こととしている。

 今回、2020年度向け公募においても、運用制約を考慮して「迂回ルートである交流設備を優先して運用する」ことを
前提として電源Ⅰ´エリア外調達について検討を行った。

出所）第９回需給調整市場検討小委員会（2019年3月5日）資料６（赤枠追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html


13直流連系設備における隣接エリア間の電源Ⅰ´エリア外調達方法

 例えば、中部エリアから北陸エリアへ電源Ⅰ´が1万kW落札した場合、中部北陸間連系設備に1万kWの連系線容
量を確保することが考えられるが、直流設備の制約を踏まえ、迂回ルートである中部関西間連系線および関西北陸
間連系線にそれぞれ1万kWの連系線容量を確保することとしてはどうか。

 そして、落札評価にあたっては、関係する一般送配電事業者間（中部・北陸・関西間）にてフェンス潮流で管理して
いる各連系線の上限値を超えていないことを確認することとしてはどうか。

 これにより、実需給にて北陸エリアの一般送配電事業者が中部エリアの電源Ⅰ´を発動するときは、中部→関西→北
陸の迂回ルートである交流設備にて、電気を供給することとなる。

22

64

北陸
エリア

中部
エリア

関西
エリア

22

北陸
エリア

中部
エリア

関西
エリア

中部エリアから
北陸エリアへ
1万kW落札

北陸
エリア

中部
エリア

関西
エリア

1万kW
容量確保

1万kW容量確保
北陸
エリア

中部
エリア

関西
エリア

1万kW容量確保

上限値以内
を確認

直流設備の制約

迂回ルートである
交流設備を優先

フェンス潮流管理

フェンス潮流管理

直流設備

1確保

1確保

単位:万kW



14直流連系設備における隣接エリア間の電源Ⅰ´エリア外調達方法

 以上のことから、直流連系設備における隣接エリア間の電源Ⅰ´エリア外調達については、運用上の制約がある場合
には、迂回ルートである交流設備を優先して活用することとしてはどうか。

 その落札評価にあたっては、関係する一般送配電事業者間にてフェンス潮流管理する各連系線の上限値を超えてい
ないことを確認する。（迂回ルートを活用することで、複数の連系線の容量を確保することとなるが、フェンス潮流管理
により、市場取引への影響は発生しない。）

 なお、中部北陸間および関西四国間の直流連系設備以外のエリア外調達については、市場取引への影響を踏まえ、
2020年度向け調整力公募においては隣接エリア間に限定することとする。



15（参考）「電源Ⅰ´の広域的調達」の連系線運用方法と入札可能エリア

出所）第38回制度設計専門会合（2019年5月31日） 参考資料1
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/038_10_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/038_10_00.pdf
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182020年度向け調整力の公募にかかる必要量等の考え方について

 前回までの議論および以上の内容を踏まえ、「電源Ⅰ必要量(沖縄エリア以外)」、「電源Ⅰ必要量(沖縄エリア)」、
「電源Ⅰ´必要量」の検討結果として、資料２-２「2020年度向け調整力の公募にかかる必要量等の考え方につい
て（案）」のとおり取りまとめることとしたい。
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21電源Ⅰ-ａ必要量の考え方について

 電源Ⅰのうち、周波数制御機能付き調整力（電源Ⅰ-ａ）の必要量は、「電源脱落(直後)」、「時間内変動」、「残余需
要予測誤差の一部」に対応するための量として各一般送配電事業者が算定し、公募調達を行っている。

 現時点で周波数調整に係る問題は特に生じていないことから、2020年度向けの調整力公募においても、これまでと同様の
考え方で電源Ⅰ-ａ必要量を算定することでどうか。

30分ー60分 0ー30分

実績値a

TSO需要予測

需要
[MW]

現コマ前コマ前々コマ

前コマの
30分内
予測誤差

前々コマ
残余需要
予測誤差

前コマの
残余需要

予測誤差
【B】

現コマの
残余需要

予測誤差
【A】

現コマの
30分内
予測誤差
【☆】

TSO需要予測b’

TSO需要予測a’

実績値b
実績値

TSO 30分内残余需要予測誤差【☆】
＝（現コマ実績aー前コマ実績b）ー（現コマ予測a’ー前コマ予測b’）
＝（現コマ実績aー現コマ予測a’）ー（前コマ実績bー前コマ予測b’）
＝（現コマ予測誤差A）ー（前コマ予測誤差B）

左記の計算式を基本としつつ、
仮に前コマ予測誤差がマイナスの場合

（下げ調整力を発動していた場合）
TSO 30分内残余需要予測誤差【☆】
＝（現コマ実績aー現コマ予測a’）
＝（現コマ予測誤差A）

30分ー60分 0ー30分

実績値a

TSO需要予測

需要
[MW]

現コマ前コマ前々コマ

前々コマ
残余需要
予測誤差

前コマの
残余需要
予測誤差

現コマの
残余需要
予測誤差
【A】

現コマの
30分内
予測誤差
【☆】

TSO需要予測b’

TSO需要予測a’
実績値b

実績値

＝
考慮しない

考慮しない

時間内変動

予測誤差

電源脱落（直後）

時間内変動

予測誤差

電源脱落

電源Ⅰ

周波数制御機能付き
（電源Ⅰ－ａ）①対象とする変動要素

②対象とする時間帯
③変動要素の発生確率

出所）第31回調整力及び需給バランス評価等に
関する委員会（2018年7月25日）
資料２－１参考をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/
2018/chousei_jukyu_31_haifu.html

【電源Ⅰ-ａの残余需要予測誤差算定イメージ】

【電源Ⅰと 電源Ⅰ-ａのイメージ】

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2018/chousei_jukyu_31_haifu.html


22(参考)一般送配電事業者の検討における予測誤差のうち周波数調整機能が必要な量の算出方法

出所）第７回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2016年9月26日） 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/chousei_jukyu_07_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/chousei_jukyu_07_haifu.html


23電源Ⅰ-ａ必要量について
～一般送配電事業者による電源Ⅰ-ａ必要量の算定結果と募集量～

 各一般送配電事業者が算定した電源Ⅰ-ａ必要量および電源Ⅰ必要量に基づき設定する電源Ⅰ-ａ募集量は以
下のとおり。

出所）資料２－１参考「電源Ⅰ-aの必要量試算結果と募集量について」をもとに作成

残余需要ピーク

95%

【参考】

2019度

募集量

2020年度

試算（年間）

2020年度

募集量

北海道 7.0% 7.9% 7.0%

東北 6.7% 7.2% 7.0%

東京 5.6% 5.2% 5.2%

中部 6.0% 7.2% 7.0%

北陸 6.5% 6.0% 6.0%

関西 5.4% 5.8% 5.8%

中国 7.0% 7.9% 7.0%

四国 6.7% 7.6% 7.0%

九州 7.0% 8.2% 7.0%

沖縄 57MW 6.1% 57MW
※1.沖縄エリアについては「事故時対応調整力」分は含まれない

※1

各エリア、残余需要ピーク９５％以上の３０分コマを対象として試算

エリア
【参考】

2019年度
募集量

―


